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第 10 章  対象事業に係る環境影響の総合評価 

 

 

10.1 対象事業に係る環境影響の総合評価 

対象事業に係る環境影響についての調査，予測，環境保全措置，評価，事後調査計画の総合評価

を表 10.1-1(1)～(5)に示す。 
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表 10.1-1(1) 対象事業に係る環境影響の総合評価 

環境要素 環境影響要因 調査の結果 予測の結果 環境保全措置 評価の結果 事後調査計画 

生

物

の

多

様

性

の

確

保

及

び

自

然

環

境

の

体

系

的

保

全 

陸上植物 工事による影響 

・樹木の伐採 

・土地の改変 

○植物相の状況 

・142 科 890 種の陸上植物が確認された。 

・調査地域は山梨県の最南端に位置し，静岡県との県境である樽峠付近か

ら北側の富士川水系福士川左岸の山地にかけての，標高約 150ｍから約

910ｍまでの地域であり，植生の垂直分布から見ると暖帯低地から温帯山

地に相当する。 

・調査地域はほとんどがスギ・ヒノキ植林で占められ，広葉樹林は急傾斜

地や沢地に小面積のものが点在して見られた。標高の高い樽峠付近では，

シノブカグマ，ブナ，ヒメシャラ等の温帯山地性の種が確認され，山腹

斜面全般では，ミヤマイタチシダ，アワブキ，イヌブナ，アケボノソウ

等の暖帯山地性の種が確認された。平坦部や河川周辺では，キジノオシ

ダ，オニカナワラビ，イズセンリョウ，ヌマダイコン等の暖帯丘陵地性

の種や低地性の種が確認され，全体として多様な植物相であった。 

 

○植生の状況 

・自然植生 2 単位，代償植生 2 単位，植林・耕作地 4 単位の植物群落が確

認された。 

・自然植生のうち，シラカシ・ケヤキ群落は，標高 150ｍ付近から 700ｍま

での沢地や崖地周辺の急傾斜地に点在して分布し，調査地域内の面積は

全体の 13.9％であった。ミズキ・イロハモミジ群落は，標高 500ｍ付近

から 900ｍ付近までの沢地や崖地に点在して分布し，調査地域内の面積

は全体の 2.8％であった。 

・代償植生のうち，低木群落は，スギ・ヒノキ植林の伐採跡地に分布し，

調査地域内の面積は全体の 0.4％とわずかであった。伐採跡地群落は，

調査地域内の分布はわずかで，全体の 1.2％であった。 

・植林・耕作地のうち，スギ・ヒノキ植林は，広範囲に分布し，調査地域

内の面積は最も広く，全体の 76.9％を占めた。その他植林は，小規模な

植林地が点在して分布し，調査地域内の面積は全体の 0.5％であった。

竹林は，調査地域内の分布はわずかで，全体の 0.4％であった。荒地雑

草群落は，調査地域内の分布はわずかで，全体の 0.2％であった。 

 

○保全すべき植物種 

・現地調査の結果確認された陸上植物のうち，79 種が保全すべき植物の選

定基準に該当した。 

 

○保全すべき植物群落 

・調査地域には，3 群落の保全すべき植物群落（自然記念物及び特定植物

群落）が分布していた。 

 

○保全すべき植物種 

・保全すべき植物種 23種（ア

マクサシダ，エビラシダ，

コモチシダ，イワヘゴ，ヒ

メカナワラビ，ランヨウア

オイ，カナクギノキ，ツチ

アケビ，イチヨウラン，ベ

ニシュスラン，コクラン，

ムカゴサイシン，カヤラン，

ヒトツボクロ，キバナノシ

ョウキラン，アリノトウグ

サ，リンボク，アカガシ，

コミヤマスミレ，ゴンズイ，

カラスザンショウ，アリド

オシ，タチキランソウ）の

うち，対象事業実施区域内

に生育する個体は，個体が

消失するため，生育状況に

変化が生じると予測され

る。 

・保全すべき植物種 18種（ア

マクサシダ，イヌチャセン

シダ，ハカタシダ，イワヘ

ゴ，サネカズラ，カナクギ

ノキ，ギンラン，キンラン，

イチヨウラン，ジガバチソ

ウ，ヒトツボクロ，キバナ

ノショウキラン，アリノト

ウグサ，リンボク，カナウ

ツギ，ゴンズイ，アリドオ

シ，ツルカノコソウ）のう

ち，対象事業実施区域の近

傍に生育する個体は，個体

は消失しないが，工事作業

により生育状況に変化が生

じる可能性があると予測さ

れる。 

・上記以外の保全すべき植物

種の生育地は対象事業実施

区域外であり，個体は消失

せず，生育状況に変化は生

じないと予測される。 

 

○保全すべき植物群落 

・自然記念物及び特定植物群

落の指定範囲は対象事業実

施区域外であり，群落は消

失せず，生育状況に変化は

生じないと予測される。 

 

 

○回避 

・対象事業実施区域内に生育する保全

すべき植物種のうち，工事用地の使

用状況を検討し，生育環境を改変し

ないことが可能な個体について，影

響を回避する。 

・回避にあたっては，工事により生育

状況に変化が生じないようマーキ

ングを設置する。 

 

○代償 

・対象事業実施区域内に生育する保全

すべき植物種のうち，工事用地の使

用状況から回避が困難な個体につ

いて，移植等により影響を代償す

る。 

・移植は，対象事業実施区域内の環境

に類似する環境とし，可能な限り近

傍へ行う。 

・菌従属栄養植物については，土壌中

の共生菌の存在が不可欠であるこ

とから，出来る限り共生菌が存在し

ている自生地付近を移植地とする。 

・移植が困難な大木については，種を

採取して持ち帰り，移植可能な大き

さまで栽培後，工事の影響が及ば

ず，生育に適した環境へ移植を行

う。 

 

○最小化 

・対象事業実施区域の近傍に生育する

保全すべき植物種について，目印と

してマーキング（カラーテープ，仮

保護柵等）を設置することで，踏み

つけ等による影響を最小化する。ま

た，作業員の工事区域外への不要な

立ち入りを制限する。 

・工事用地のうち，鉄塔敷地以外の区

域で樹木の伐採を行った区域につ

いて植樹を行うことで，影響を最小

化する。また，樹種は周辺に生育す

る樹木の中から代表的な種を選定

する。 

 

○事業計画段階の回避 

・複数案の工事計画について，保全す

べき植物種の生育状況の観点を加

えて選定した結果，影響が回避され

た。 

・生育状況に変化が生じ

ると予測された保全す

べき植物種への環境保

全措置として，工事用

地の使用内容検討によ

る影響の回避，を行う

こととした。 

・生育状況に変化が生じ

ると予測された保全す

べき植物種への環境保

全措置として，移植等

による影響の代償を行

うこととした。 

・生育状況に変化が生じ

る可能性があると予測

された保全すべき植物

種への環境保全措置と

して，マーキング及び

作業員の工事区域外へ

の立ち入り制限といっ

た影響の最小化を行う

こととした。 

・陸上植物全般への環境

保全措置として，伐採

区域への植樹による影

響の最小化を行うこと

としたほか，事業の計

画段階において影響の

回避を行った。 

・これらのことから，環

境保全についての配慮

は適正に行われ，事業

者の実行可能な範囲で

環境への影響ができる

限り緩和されていると

評価する。 

・対象事業の実施によ

る陸上植物への影

響は，環境保全措置

を実施することに

より低減されるも

のであるが，一部の

環境保全措置につ

いては不確実性が

存在することから，

事後調査を実施す

る。 
 
○対象種 

・アマクサシダ，イヌ
チャセンシダ，エビ
ラシダ，コモチシ
ダ，ハカタシダ，イ
ワヘゴ，ヒメカナワ
ラビ，サネカズラ，
ランヨウアオイ，カ
ナクギノキ，ギンラ
ン，キンラン，ツチ
アケビ，イチヨウラ
ン，ベニシュスラ
ン，ジガバチソウ，
コクラン，ムカゴサ
イシン，カヤラン，
ヒトツボクロ，キバ
ナノショウキラン，
アリノトウグサ，リ
ンボク，カナウツ
ギ，コミヤマスミ
レ，ゴンズイ，カラ
スザンショウ，アリ
ドオシ，タチキラン
ソウ，ツルカノコソ
ウ 

 
○調査時期 

・工事中（架線工事ま

での主要な工事期

間） 

・年 1回（対象種の開

花期） 
 
○調査方法 

・移植等の環境保全措

置を実施した個体

の活着状況を把握

するための調査。 

・工事の影響の有無を

確認するための調

査。 
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表 10.1-1(2) 対象事業に係る環境影響の総合評価 

環境要素 環境影響要因 調査の結果 予測の結果 環境保全措置 評価の結果 事後調査計画 

生

物

の

多

様

性

の

確

保

及

び

自

然

環

境

の

体

系

的

保

全 

陸上動物 工事による影響 

・樹木の伐採 

・土地の改変 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の走行 

○哺乳類相の状況 

・7目 14科 20 種の哺乳類が確認された。 

・主に本州の山地に生息する種が確認され，大型哺乳類ではツキノワグマ，

ニホンジカ等，中型哺乳類ではタヌキ，テン等，小型哺乳類ではカワネ

ズミ，ニホンリス等が確認された。 
 
○鳥類相の状況 

・13目 31 科 68 種の鳥類が確認された。 

・季節別の確認種数は，秋季 38 種，冬季 35 種，早春 26 種，春季 48 種，

夏季 41種であった。 

・渡り区分別に見ると，ヤマドリ，シジュウカラ等の留鳥が 41種と多く，

次いでツツドリ，オオルリ等の夏鳥が 15種と多かった。その他オシドリ，

クロジ等の漂鳥が 8 種，ジョウビタキ，カシラダカ等の冬鳥が 4 種であ

った。 

・生活区分別に見ると，ヨタカ，キビタキ等の樹林環境に生息する種が 46

種と多く，次いでカワガラス，キセキレイ等の水辺環境に生息する種が

12種と多かった。その他トビ，カワラヒワ等の里地環境に生息する種が

8種，カヤクグリといった草原環境に生息する種は 2種であった。 
 
○爬虫類相の状況 

・1目 4科 10種の爬虫類が確認された。 

・特にヘビ類の種数が多く，本州に分布する全てのヘビ類が確認された。 
 
○両生類相の状況 

・2目 6科 11種の両生類が確認された。 

・渓流環境周辺ではヒダサンショウウオ，ネバタゴガエル，カジカガエル

等が確認され，水溜まりやため池ではアカハライモリ，モリアオガエル

等が確認された。 
 
○昆虫類相の状況 

・20目 222 科 1,141 種の昆虫類が確認された。 

・目別の種数では，コウチュウ目が最も多く 49科 377 種，次いでチョウ目

が 30 科 327 種，カメムシ目が 35 科 136 種，ハチ目が 20 科 97 種等であ

った。 

・調査地域の環境を反映して樹林性の種が多く，エダナナフシ，チャバネ

アオカメムシ，カラスアゲハ本土亜種，ホシアシナガヤセバエ，ハンノ

キハムシ，ハヤシクロヤマアリ等，平地性の種から山地性の種まで幅広

く確認された。 

・林道沿いや平坦部に面積は少ないながら見られる草地環境では，マダラ

スズ，マルカメムシ，キタキチョウ，コアオハナムグリ，コフキゾウム

シ，ヤマトツヤハナバチ等が確認され，渓流環境周辺では，アサヒナカ

ワトンボ，シマアメンボ，マルガムシ等が確認された。一方で湿地や池

等の止水域が余り見られないため，トンボ類やゲンゴロウ類の種数は少

なかった。 

・このほか特徴的な種として，ニホンジカの糞を好むオオセンチコガネ，

照葉樹林に生息するキリシマミドリシジミ本州以南亜種等が確認され

た。 
 
○保全すべき動物 

・現地調査の結果確認された陸上動物のうち，哺乳類 8種，鳥類 14種，爬

虫類 3 種，両生類 5 種，昆虫類 9 種が保全すべき動物の選定基準に該当

した。 

○保全すべき動物 

・鳥類のツミは，繁殖地の位

置によっては生息状況に変

化が生じる可能性があると

予測される。 

・鳥類のクマタカは，影響の

程度は大きいものではない

が，生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測され

る。 

・鳥類のハヤブサは，影響の

程度は大きいものではない

が，生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測され

る。 

・希少両生類は，生息状況の

変化の程度は極めて小さい

と予測されるが，詳しい生

態が明らかとなっていない

種であることから，予測結

果に不確実性が存在する。 

・上記以外の保全すべき動物

の生息環境の一部が対象事

業実施区域と重なるが，予

測地域に分布する生育環境

のうち，対象事業実施区域

が占める面積がわずかであ

ること，周辺に分布する同

質の環境が広いこと，大規

模な濁水を発生させる工事

は計画されていないこと，

掘削土は袋に入れて保管し

た後，残土置場に処理し，

土嚢等により土砂や濁水の

流出を防止する計画である

こと，建設機械が稼働する

工事用地とは離れているこ

と，工事用車両の稼働台数

が少なく，短期間であるこ

と，夜間に工事を行わない

こと等から，生息状況の変

化の程度は極めて小さいと

予測される。 

 

○回避 

・クマタカの高利用域に含まれる工事

箇所の伐採作業は，繁殖期前半（1

～5月）をできる限り避けて行う。 

・ハヤブサの繁殖期に妨害すべきでな

い範囲に含まれる工事箇所につい

て，繁殖期の期間（3～6 月），ほぼ

全面的に施工を制限する。また，悪

天候や災害等により，工事工程の調

整が困難な事態が発生した場合は，

出来る限り影響の小さい工種とし，

繁殖期の後半（5～6月）に，低騒音

型機械を使用して作業を行う。 

 

○最小化 

・樹木の伐採範囲を最小化する。 

・施工方法や工程を検討し，建設機械

の集中稼働を避ける。 

・運搬方法は，影響が小さい車両運搬，

モノレール運搬等を設定する。 

・低騒音型機械を使用して作業を行

う。 

・工事用車両が集中しないように運行

時間の分散化に努める。 

・対象事業実施区域周辺で新たにツミ

の繁殖地が確認された場合は，追加

で必要な環境保全措置について検

討する。 

・工事用地のうち，鉄塔敷地以外の区

域で樹木の伐採を行った区域につ

いて植樹を行うことで，影響を最小

化する。また，樹種は周辺に生育す

る樹木の中から代表的な種を選定

する。 

 

○代償 

・工事着手前までに，工事箇所のうち

沢に面した斜面を中心に希少両生

類の追加調査を行い，万が一生息が

確認された場合は，個体を工事用地

外の別の斜面へ移動することで，影

響を代償する。 

・移動先は，個体が確認された環境と

同じ条件（沢からの距離，植生，土

壌水分）の場所とする。 

 

・生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測

されたツミへの環境保

全措置として，工事用

車両の運行時間の分散

化，新たに繁殖地が確

認された場合の追加の

環境保全措置検討とい

った影響の最小化を行

うこととした。 

・生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測

されたクマタカへの環

境保全措置として，繁

殖期前半の伐採作業の

回避を行うほか，伐採

範囲の最小化，建設機

械の集中稼働の抑制，

影響の小さい運搬方法

の採用，低騒音型機械

の使用といった影響の

最小化を行うこととし

た。 

・生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測

されたハヤブサへの環

境保全措置として，繁

殖期の施工制限を行う

ことで影響を回避する

こととした。 

・生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測

された希少両生類への

環境保全措置として，

工事着手前に追加調査

を行い，確認個体の移

動による影響の代償を

行うこととした。 

・陸上動物全般への環境

保全措置として，伐採

区域への植樹による影

響の最小化を行うこと

とした。 

・これらのことから，環

境保全についての配慮

は適正に行われ，事業

者の実行可能な範囲で

環境への影響ができる

限り緩和されていると

評価する。 

・対象事業の実施によ

る陸上動物への影

響は，環境保全措置

を実施することに

より低減されるも

のであるが，一部の

環境保全措置につ

いては不確実性が

存在することから，

事後調査を実施す

る。 

 

○対象種 

・クマタカ，ハヤブサ，

ツミ 

 

○調査時期 

・工事中（架線工事ま

での主要な工事期

間） 

・クマタカは年 4回（1

～8月の繁殖期） 

・ハヤブサは年 6回（2

～7月の繁殖期） 

・ツミはクマタカ，ハ

ヤブサの調査中に

合わせて実施。 

 

○調査方法 

・クマタカは工事に対

する忌避行動の有

無や利用域の変化

の有無を確認する

ための定点調査，営

巣地や繁殖状況を

把握するための林

内踏査。 

・ハヤブサは工事に対

する忌避行動の有

無や利用域の変化

の有無を確認する

ための定点調査。 

・ツミは繁殖を示唆す

る行動等が確認さ

れた場合は，林内踏

査等の必要な調査。 
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表 10.1-1(3) 対象事業に係る環境影響の総合評価 

環境要素 環境影響要因 調査の結果 予測の結果 環境保全措置 評価の結果 事後調査計画 

生

物

の

多

様

性

の

確

保

及

び

自

然

環

境

の

体

系

的

保

全 

水生生物 工事による影響 

・土地の改変 

・基礎の掘削 

○魚類相の状況 

・3目 5科 9種の魚類が確認された。 

・アブラハヤ，サツキマス（アマゴ），カジカ，ルリヨシノボリ等，本州中

部の河川の上中流域に生息する種を中心とした魚類相であった。 

 

○底生動物相の状況 

・3門 4綱 15 目 61 科 152 種の底生動物が確認された。 

・扁形動物門有棒状体綱が 1 目 1 科 1種，環形動物門ミミズ綱が 3 目 4 科

6 種であり，節足動物門では軟甲綱が 1 目 4 科 4 種，昆虫綱が 10 目 52

科 141 種であった。昆虫綱の中ではハエ目が最も多く 11 科 40 種，次い

でカゲロウ目が 8科 31種，トビケラ目が 11科 27種等であった。 

・ヤマトヌマエビ，サワガニ，ガガンボカゲロウ，ムカシトンボ，オオヤ

マカワゲラ，ヘビトンボ，タニガワトビケラ，クロバアミカ，モンキマ

メゲンゴロウ等，河川の源流部から上中流域にかけて生息する種で構成

された。 

 

○保全すべき水生生物 

・現地調査の結果確認された水生生物のうち，魚類 2 種，底生動物 3 種が

保全すべき水生生物の選定基準に該当した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保全すべき水生生物 

・工事敷地から周辺河川への

雨水の流入による水質汚濁

のおそれがあるが，各工事

用地の改変規模が小さく，

大規模な濁水を発生させる

工事は計画されていない。

また，掘削土は袋に入れて

保管した後，残土置場に処

理し，土嚢等により土砂や

濁水の流出を防止する計画

である。 

・これらのことから，保全す

べき水生生物の生息状況の

変化の程度は極めて小さい

と予測される。 

○最小化 

・鉄塔工事用地で発生する掘削土は袋

に入れて保管する。 

・掘削で発生する残土は残土置場に処

理し，残土置場では，土嚢等により

土砂や濁水の流出を防止する。 

・生息状況の変化の程度

は極めて小さいと予測

されたため，標準的な

環境保全措置として，

掘削土は袋に入れて保

管したのち残土置場に

処理し，土嚢等により

土砂や濁水の流出を防

止するといった影響の

最小化を行う。 

・環境保全についての配

慮は適正に行われ，事

業者の実行可能な範囲

で環境への影響ができ

る限り緩和されている

と評価する。 

・対象事業の実施によ

る水生生物への影

響は，環境保全措置

を実施することに

より低減され，不確

実性が存在しない

ことから，事後調査

は実施しない。 
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表 10.1-1(4) 対象事業に係る環境影響の総合評価 

環境要素 環境影響要因 調査の結果 予測の結果 環境保全措置 評価の結果 事後調査計画 

生

物

の

多

様

性

の

確

保

及

び

自

然

環

境

の

体

系

的

保

全 

生態系 工事による影響 

・樹木の伐採 

・土地の改変 

・建設機械の稼働 

・工事用車両の走行 

○環境類型区分 

Ⅰ．山地の樹林 

・調査地域の山地のうち，樹林で占められる区分。多くがスギ・ヒノキ植

林であるが，沢地や崖地周辺の急傾斜地周辺には自然度の高い自然植生

や代償植生が点在して分布する。 

・調査地域内の面積は最も広く，全体の 90.9％を占めた。 

 

Ⅱ．山地の草地 

・調査地域の山地のうち，伐採跡地や空地に成立する草本群落で占められ

る区分。小面積なものが点在して分布する。 

・調査地域内の面積はわずかで，全体の 1.2％であった。 

 

Ⅲ．谷底平野の河畔林 

・調査地域の谷底平野のうち，河川敷及び河畔林で占められる区分。水域

と関係する生物の生息環境である。 

・調査地域内の面積は，全体の 4.0％であった。 

 

Ⅳ．谷底平野の河川 

・調査地域の谷底平野のうち，河川で占められる区分。水生生物の生息環

境である。 

・調査地域内の面積はわずかで，全体の 1.1％であった。 

 

○地域を特徴づける指標種 

・上位性の種として，クマタカ（鳥類），シマヘビ（爬虫類），カワネズミ

（哺乳類）が選定された。 

・典型性の種として，ニホンジカ（哺乳類），ヒヨドリ（鳥類），ヒガシニ

ホントカゲ（爬虫類），ネバタゴガエル（両生類），カジカ（魚類）が選

定された。 

・特殊性の種として，希少両生類（両生類）が選定された。 

 

○生態系の機能の状況 

・樹林，草地，河畔林，河川を主な生息・生育基盤とし，樹林ではスギ・

ヒノキ植林，草地では伐採跡地，河畔林ではシラカシ・ケヤキ群落，河

川では付着藻類が主な生産者となっている。 

・一次消費者としては，それらを食す昆虫類や底生動物が位置し，二次消

費者として，雑食性のヒメネズミ等の哺乳類，ホオジロ等の鳥類，ヒガ

シニホントカゲ等の爬虫類，ネバタゴガエル等の両生類，カジカ等の魚

類が位置する。さらに上位消費者として，クマタカ等の猛禽類，肉食性

のテンやカワネズミ等の哺乳類，シマヘビ等の爬虫類が位置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生態系の重要な要素及び機

能 

・上位性のクマタカ（鳥類）

は，影響の程度は大きいも

のではないが，生態系に変

化が生じる可能性があると

予測される。 

・特殊性の希少両生類（両生

類）は，生態系へ与える影

響の程度は極めて小さいと

予測されるが，詳しい生態

が明らかとなっていない種

であることから，予測結果

に不確実性が存在する。 

・上記以外の指標種の生息地

の一部が対象事業実施区域

と重なるが，予測地域に分

布する生息地のうち，対象

事業実施区域が占める面積

がわずかであること，周辺

に分布する同質の環境が広

いこと，大規模な濁水を発

生させる工事は計画されて

いないこと，掘削土は袋に

入れて保管した後，残土置

場に処理し，土嚢等により

土砂や濁水の流出を防止す

る計画であること，工事用

車両の稼働台数が少なく，

短期間であること等から，

生態系へ与える影響の程度

は極めて小さいと予測され

る。 

○回避 

・クマタカの高利用域に含まれる工事

箇所の伐採作業は，繁殖期前半（1

～5月）をできる限り避けて行う。 

 

○最小化 

・樹木の伐採範囲を最小化する。 

・施工方法や工程を検討し，建設機械

の集中稼働を避ける。 

・運搬方法は，影響が小さい車両運搬，

モノレール運搬等を設定する。 

・低騒音型機械を使用して作業を行

う。 

・工事用地のうち，鉄塔敷地以外の区

域で樹木の伐採を行った区域につ

いて植樹を行うことで，影響を最小

化する。また，樹種は周辺に生育す

る樹木の中から代表的な種を選定

する。 

 

○代償 

・工事着手前までに，工事箇所のうち

沢に面した斜面を中心に希少両生

類の追加調査を行い，万が一生息が

確認された場合は，個体を工事用地

外の別の斜面へ移動することで，影

響を代償する。 

・移動先は，個体が確認された環境と

同じ条件（沢からの距離，植生，土

壌水分）の場所とする。 

・生息状況に変化が生じ

る可能性があると予測

されたクマタカ（上位

性）への環境保全措置

として，繁殖期前半の

伐採作業の回避を行う

ほか，伐採範囲の最小

化，建設機械の集中稼

働の抑制，影響の小さ

い運搬方法の採用，低

騒音型機械の使用とい

った影響の最小化を行

うこととした。これに

より，生態系の捕食・

被食関係の多くの種へ

の影響が低減される。 

・詳しい生態が明らかと

なっていない種である

ことから，予測結果に

不確実性が存在すると

された希少両生類（特

殊性）への環境保全措

置として，工事着手前

に追加調査を行い，確

認個体の移動による影

響の代償を行うことと

した。これにより，山

梨県内での分布が非常

に限られる本種への影

響が低減され，種の多

様性が損なわれること

を防止する。 

・これらのことから，環

境保全についての配慮

は適正に行われ，事業

者の実行可能な範囲で

環境への影響ができる

限り緩和されていると

評価する。 

 

・対象事業の実施によ

る陸上動物への影

響は，環境保全措置

を実施することに

より低減されるも

のであるが，一部の

環境保全措置につ

いては不確実性が

存在することから，

事後調査を実施す

る。 

 

○対象種 

・クマタカ 

 

○調査時期 

・工事中（架線工事ま

での主要な工事期

間） 

・年 4 回（1～8 月の

繁殖期） 

 

○調査方法 

・工事に対する忌避行

動の有無や利用域

の変化の有無を確

認するための定点

調査，営巣地や繁殖

状況を把握するた

めの林内踏査。 
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表 10.1-1(5) 対象事業に係る環境影響の総合評価 

環境要素 環境影響要因 調査の結果 予測の結果 環境保全措置 評価の結果 事後調査計画 

人

と

自

然

と

の

豊

か

な

触

れ

合

い

の

確

保 

景観・風景 存在・供用による影響 

・送電線路の存在 

○地域の風景の特性 

・対象事業実施区域は，静岡県清水区に面した樽峠から石合川に沿って南

北に位置する。周辺には，東側に貫ヶ岳，西側に高ドッキョウ，北西側

に篠井山といった景観資源が存在しており，山間部特有の景観を形成し

ている。 

 

○主要な眺望地点の状況 

・主要な眺望地点として，対象事業実施区域が視認される以下の 8 地点を

抽出し，眺望景観の状況を把握した。 

篠井山：対象事業実施区域からの距離約 5.0km 

高ドッキョウ：対象事業実施区域からの距離約 2.6km 

森のオアシス：対象事業実施区域からの距離約 0.5km 

山水徳間の里：対象事業実施区域からの距離約 1.9km 

先祖：対象事業実施区域からの距離約 1.0km 

福士川根熊山荘：対象事業実施区域からの距離約 1.5km 

福士川根熊山荘ファミリーオートキャンプ場：対象事業実施区域から

の距離約 1.5km 

八幡神社：対象事業実施区域からの距離約 1.4km 

○地域の風景及び主要な眺望

地点からの眺望景観 

・主要な眺望地点 6 地点は，

眺望景観は変化するがその

影響はわずかであると予測

される。 

・主要な眺望地点 2 地点は，

眺望景観は変化するが，現

況を大きく阻害するもので

はないため，その影響は極

めて小さいと予測される。 

 

○最小化 

・鉄塔工事用地、運搬工事用地につい

て、伐採面積を必要最小限とする。 

・伐採範囲については、地権者と協議

を行い，可能な限り緑化工事（植樹

等）を実施する。 

・仮設ステージ設置により改変面積を

最小化する。 

・建設機械の設置に伴う造成は必要最

小限とし、改変面積を最小化する。 

・工事用道路の設置を必要最小限と

し、改変面積を最小化する。 

・造成箇所の発生土を再利用し、現況

地盤の復旧を実施する。 

・明度 7程度の亜鉛メッキまたは塗装

を採用する（№38）。 

・主要な眺望地点からの

眺望景観の変化は，わ

ずかあるいは極めて小

さいと予測された。こ

のため，標準的な環境

保全措置として，伐採

面積の最小化，伐採範

囲の緑化，仮設ステー

ジ設置による改変面積

の最小化，工事用道路

設置の最小化，発生土

の再利用による現況地

盤の復旧等といった影

響の最小化を行う。ま

た，追加の環境保全措

置として，鉄塔の色彩

への配慮を行う 

（№38）。 

・これらのことから，環

境保全についての配慮

は適正に行われ，事業

者の実行可能な範囲で

環境への影響ができる

限り緩和されていると

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象事業の実施によ

る景観・風景への影

響は，環境保全措置

を実施することに

より低減され，不確

実性が存在しない

ことから，事後調査

は実施しない。 

 


